
6. 一貫構造計算プログラムによる設計 

6.1. 一貫構造計算プログラム 

１次設計および保有水平耐力の検討は、市販の一貫計算ソフトを使用する。解析ソフトは、

SuperBuild／SS7(ユニオンシステム)を使用するものとし、１次設計の弾性解析モデルと保有水

平耐力時の荷重増分解析は、同じモデルを使用する。 

 

 
図 6.1.1 解析モデル 

 

6.2. モデル入力説明 

6.2.1. 階高設定 

一貫構造計算に入力した建物の階高は、意匠階高を入力し、意匠上の FL より梁天端レベルま

でのレベル差を考慮して入力をしている。 

  
図 6.2.1.1 電算モデルの階高入力 
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図 6.2.1.2 電算モデルと構造階高 

 

表 6.2.1.1 構造階高（電算入力・自動計算値） 

層 階 
階高 

(mm) 

構造階高 

(mm) 

梁のレベル調整 

押さえ レベル(mm) 

RFL 5 3,650 3,712 上面 -100 

5FL 4 3,900 3,900 上面 -100 

4FL 3 3,900 3,900 上面 -100 

3LF 2 3,900 3,900 上面 -100 

2FL 1 3,900 4,534 上面 -100 

1FL    上面 -200 
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6.2.2. 構造通り芯設定 

構造通り芯は、X 方向 Y 方向ともに、建築通り芯＝柱芯＝構造芯＝入力値としている。 

 

 
図 6.2.2.1 電算モデルと構造芯 
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6.2.3. CLT 袖壁のモデル化 

CLT 袖壁パネルのモデル化は、既往の文献 5)を参考に、水平方向加力に対して CLT の隅角部を

つなぐ斜め圧縮力によるストラット効果を期待した等価な X 形状の圧縮ブレースに加え、本設計

では鉛直方向の圧縮性能にも等価となるように、CLT 袖壁パネルの中心位置に鉛直要素の圧縮ト

ラス柱を追加した“圧縮ブレース柱モデル（Ж形状）”とする。 

 

    
図 6.2.3.1 CLT 袖壁パネルの圧縮ブレース柱モデル 

 

下図に水平剛性算定モデル 5)を示す。幅 (mm)、内法高さ  (mm)、厚さ  (mm)、ヤング係数  

(N/mm2)、支圧剛性 c(N/mm3)の CLT パネルの上下が剛体で拘束されているとき、水平力 によ

り CLT パネルに R の微小な回転、Δ の軸変形が生じ、幅 の範囲に支圧力が三角形分布で生じ

ているものとする。圧縮ストラットによる支圧剛性、軸剛性による回転水平剛性 KR、CLT パネ

ルのせん断剛性 Ks（=G・t・L／H）、せん断接合部の水平剛性 KJとすると、それらの直列バネと

することで、CLT パネル全体の水平剛性 K が算出できる。 

    

図 6.2.3.2 圧縮ストラットに期待した等価圧縮ブレースモデル 5) 

 

参考文献 

5) 福本晃治、五十田博：CLT を鉄骨造の耐震要素として用いたハイブリッド構造の接合部における支圧力の伝達に関する検討，

日本建築学会構造系論文集 第 86 巻 第 788 号,1440-1451,2021.10 

AB,EB 
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ここで、本設計では CLT パネルと上下の RC 梁との境界部は摩擦による水平力伝達に主に期待を

するため、せん断接合部の水平剛性 KJ は無視できるものとして十分に高い値を入れて評価する。

また、支圧剛性 c およびせん断弾性係数 Gは文献 7)に準拠し kc=15.6(N/mm3)、G=500(N/mm2)

とした。 

 

次に、式 2 より得られる CLT パネルの水平剛性 に対し、仮想仕事法により等価な水平剛性を

有する角度 B の圧縮ブレースに置換する。電算モデルに入力するブレースの配置幅 LB は、CLT

パネル端部に対する RC 梁の危険断面位置がやや内側になることを想定し LB=0.9L とする。圧縮

ブレースのヤング係数を EBとした場合の軸断面積 ABは下式により算定できる。本設計では便宜

上 EB=2.05×105N/mm2として、必要な AB を算定した。 

  =  
  

     
              ・・・式 6 

式 3 により得られた支圧幅 x と壁厚 t から有効支圧面積 Ae1を算出し、CLT パネルの圧縮強度

Fc を用いて支圧耐力 Cc を以下のように算出する。 

   =                ・・・式 7 

  =                  ・・・式 8 

偶力モーメントの釣合いより、支圧耐力により決定される水平耐力 Qu を以下と算出する。 

  ・ =   ・    
 

 
   →   =   ・    

 

 
  /    ・・・式 9 

よって、角度 Bの圧縮ブレースの終局軸力 BNu、短期許容軸力 BNa は以下となる。 

   =   cos              ・・・式 10 

   =     
 

 
           ・・・式 11 

 

電算モデルでは、式 11 で得た短期許容軸力 BNa を、式 6 で得た入力断面積 ABで除した等価 F

値を入力することで電算アウトプットにおいても水平力に対する CLT 袖壁の断面検定を実施可

能となる。なお、式 9 による支圧耐力により決定される Qu に対して、CLT パネル母材のせん断

耐力は十分に高いことを別途確認する。 

 

参考文献 

7) 2016 年版 CLT を用いた建築物の設計施工マニュアル，日本住宅・木材技術センター 
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次に、鉛直荷重に対して CLT 袖壁の軸耐力と等価となるような圧縮トラス柱を設定する。全圧

縮面積が有効と考えた場合の CLT 袖壁の軸耐力は以下となる。 

  =                  ・・・式 12 

圧縮ブレース 2 本分の鉛直成分の終局耐力は以下となる。 

    = 2      sin            ・・・式 13 

圧縮トラス柱の終局軸耐力は、式 12 で得た全圧縮耐力より式 13 の圧縮ブレースの鉛直成分を

差し引いた性能となる。 

   =                  ・・・式 14 

   =     
 

 
           ・・・式 15 

また CLT 袖壁の全面圧縮耐力に対する圧縮トラス柱の終局軸耐力の割合から有効断面積を算

出する。圧縮トラス柱の軸剛性 cK は、有効断面の CLT 袖壁の母材軸剛性 CLTKe と、上下の支圧

剛性 Ke の直列バネとして算出する。ここで、ECLT は CLT 袖壁の鉛直方向の母材ヤング係数であ

る。 

   = (   )
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           ・・・式 17 
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           ・・・式 18 

  =
 

 

     
 

 

  

           ・・・式 19 

圧縮トラス柱のヤング係数を ECとした場合の軸断面積 ACは下式により算定できる。本設計で

は便宜上 EC=2.05×105N/mm2として、必要な ACを算定した。 

  =                   ・・・式 20 

 

以上のように算出した CLT 袖壁パネルの圧縮ブレース柱モデルの諸元を次頁に示す。構造階高

の異なる１F とその他 2～4F、壁の幅の異なる X 方向と Y 方向別に性能を算定する。いずれの要

素も長期荷重を負担しない圧縮専用トラス要素であり、CLT パネル工法の設計と同様に、終局強

度（支圧耐力）でバイリニアに折れる非線形性能とする。なお、本モデルの妥当性は 8 章におい

て、既往の架構実験と照らし合わせることで確認している。 
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6.2.4. RC 梁端部のパンチング耐力の設定 

RC 梁端部の RC 柱フェイス位置では、CLT 袖壁から伝達される鉛直方向の圧縮力負担によっ

て、せん断力が局所的に大きくなる。文献 8)に示されるパンチング耐力を算定し、RC 梁に作用す

るせん断力に対して十分な耐力を有するように設計する。 

        ・・・式 21 

         ・・・式 22 

   ・・・式 23 

 

ここで，bQpu：RC 梁のパンチングシア耐力，bbe：パンチングを受けるRC 梁の直交材を考慮し

た有効幅でRC 梁の幅（mm），Db：パンチングを受けるRC 梁のせい（mm），ab：CLT 袖壁からRC 梁

に伝達される鉛直せん断力が集中的に作用すると仮定した場合の作用点から鉛直断面までの距離

でab/Db =1/3 とする，cFc：コンクリートの設計基準強度（N/mm2），σb：bpgbσy， 

bpg：bbe Db に対する梁の全主筋断面積の比，bσy：RC はり主筋の降伏強度（N/mm2）である。 

 

  

図 6.2.4.1 RC 梁端部のパンチング耐力の検討箇所 

 

表 6.2.4.1 パンチング耐力評価 

  

 

 

参考文献 

8) 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計指針・同解説，日本建築防災協会 2017 

 

1FL 2FL 3FL 4FL 5FL

幅 B mm 550 500 500 500 450

せい D mm 1910 850 850 850 850

CLT袖壁からRC梁に伝達される鉛直せん断力の作用位置からの梁フェイスまでの距離a mm 637 283 283 283 283

コンクリート強度 Fc N/mm2 30 30 30 30 30

全主筋断面積 Ag mm2 8112 6084 5070 4056 4056

主筋降伏強度 σy N/mm2 345 345 345 345 345

主筋断面積比 pg - 0.0077 0.0143 0.0119 0.0095 0.0106

σ=pg・σy N/mm2 2.66 4.94 4.12 3.29 3.66

基本せん断強度 τo N/mm2 6.24 8.18 7.48 6.78 7.09

Kave - 0.530 0.530 0.530 0.530 0.530

パンチングシア耐力 pQ kN 3480 1844 1686 1528 1439

電算入力pQ→ 3400 1800 1600 1500 1400

部材符号
階

符合 G1,G2,G3,G4

1FL 2FL 3FL 4FL 5FL

550 500 500 500 450

1910 900 900 900 900

637 300 300 300 300

30 30 30 30 30

9126 9126 9126 8112 6084

345 345 345 345 345

0.0087 0.0203 0.0203 0.0180 0.0150

3.00 7.00 7.00 6.22 5.18

6.53 9.93 9.93 9.27 8.39

0.530 0.530 0.530 0.530 0.530

3638 2370 2370 2212 1802

3600 2300 2300 2200 1800

G11,G12,G13,G14

パンチング耐力評価 
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6.3. プログラム対応外部分の設計 

6.3.1. 1 次設計時の CLT 袖壁の設計 

6.2.3 で示した CLT 袖壁の圧縮ブレース柱モデルに発生する各要素の負担軸力より、CLT パネ

ルに発生する水平せん断力、鉛直せん断力、圧縮軸力を下図のように算出し、圧縮ストラットと

して抵抗する CLT 袖壁の断面算定を行う。 

 

 

図 6.3.1.1 圧縮ブレース柱モデルに生じる軸力 → CLT パネルの設計用応力への変換 

 

＜CLT 袖壁の短期設計＞ 

 “水平（横）せん断力”に対して、 

・CLT パネルの短期許容水平せん断耐力以内であること確認する 

・支圧で決まる水平せん断耐力以内であることを確認する 

・摩擦耐力 Q＝発生軸力 N×摩擦係数μ(=0.4)以内であることを確認する。 

 “鉛直（縦）せん断力”に対して、 

・CLT パネルの短期許容鉛直せん断耐力以内であること確認する 

  鉛直（縦）方向の短期許容鉛直せん断耐力は CLT パネルの短期許容せん断応力度に 

鉛直せん断面積を乗じて算出する 

“圧縮軸力”に対して、 

・CLT パネルの短期許容座屈耐力以内であること確認する 

 

 

 

 

次項に CLT パネルの断面算定結果一覧を示す。 
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6.3.2. 2 次設計時の CLT 袖壁の設計（CLT 袖壁の保証設計） 

大地震に対する CLT 袖壁の保証設計として、Ds 算定時の応力に対して検定を行う。圧縮ブレ

ース柱モデルの各要素の軸力より、下図に示す CLT 袖壁が負担する応力を算定する。保証設計と

して応力割増 1.25 倍の応力に対して、CLT 母材が基準強度以内であることを確認する。 

 

 

図 6.3.2.1 圧縮ブレース柱モデルに生じる軸力 → CLT パネルの設計用応力への変換 

 

＜CLT 袖壁の保証設計＞ 

応力割増を考慮した“水平（横）せん断力”に対して、 

・CLT パネルの終局水平せん断耐力以内であること確認する 

・接合金物の終局せん断耐力以内であることを確認する。 

応力割増を考慮した“鉛直（縦）せん断力”に対して、 

・CLT パネルの終局鉛直せん断耐力以内であること確認する 

  鉛直（縦）方向の終局鉛直せん断耐力は CLT パネルの終局せん断応力度に 

鉛直せん断面積を乗じて算出する 

応力割増を考慮した“圧縮軸力”に対して、 

・CLT パネルの終局座屈耐力以内であること確認する 

 

 

 

次項に CLT パネルの保証設計検討一覧を示す。 
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6.3.3. CLT 袖壁の接合金物の設計 

前述の保証設計で示したように、RC 梁と CLT 袖壁間の接合部に発生するせん断力に対しては、

中地震には摩擦力、大地震には接合金物により応力伝達できることを確認したが、ここでは接合

金物の設計、せん断耐力の算定を行う。また、面外方向には脱落防止として面外振れ止めを設け

る。 

 

 
図 6.3.3.1 CLT 袖壁 接合金物 
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＜検討用せん断力＿面内＞ 

支圧で決まる終局せん断力＝285kN（Y方向の 1.2m 幅の壁より） 

応力割増＝1.25 

∴285×1.25＝357 → 360kN 

＜せん断耐力の算定＞ 

① CLT パネルの弱軸支圧耐力【S90-7-7、t=210】 

Qu1=Fc（弱軸）×ｔ×ｈ＝8.87×210×200/1000＝372kN 

② 鋼材のウェブせん断耐力【SM490】 

Qu2=F/√3×ｔ×B＝325/√3×19×250/1000＝891kN 

③ アンカーボルトのせん断耐力【4-M27(SNR490)】 

Qu4=F/√3×Ab＝325/√3×1.1×485×4/1000＝400.4kN 

④ 支圧版の面外曲げ耐力【SM490、t=28】 

 二辺固定二辺自由スラブの計算図表を用いて計算する 

λ=200/150=1.33 → 計算図表より 係数 k=0.36 

Z＝282/6=131mm3 

Fb1=1.5×325/1.3×1.1=412.5N/mm2 

Ma=Z・Fb1=131×412.5=54037N・mm 

ω＝Ma/(k・lx2)=54037/(0.36×1502)=6.65N/mm2 

A=200×300＝60000mm2 

Qu4=A×ω＝60000×6.65/1000＝399kN 

 

＜検定＞ 

 Qu＝MIN（Qu1、Qu2、Qu3、Qu4）＝372kN ＞ 360ｋN OK 

 

 

次に、架構が構面外方向に変形する場合に対して、CLT 袖壁パネルの面外脱落防止の検討を行

う。電算モデル上は、CLT 袖壁パネルは面外方向に抵抗しないものとしているが、ここでは、面

内方向と同様に面外方向にも CLT パネルの圧縮ストラットによる水平抵抗力が発生する場合を考

え、CLT 袖壁パネルの上下の支圧力により決まる面外せん断力に対して、面外拘束接合部の設計

を行う。 

 

＜検討用せん断力_面外＞ 

支圧で決まる終局せん断力＝51.1kN（Y方向の 1.2m 幅の壁より） 

∴51.1 → 55kN 
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表 6.3.3.1 面外方向検討用せん断力（CLT袖壁パネルの面外方向の圧縮ストラット抵抗） 

 

※各パラメータの説明は p6-4～6 を参照 

 

＜せん断耐力の算定＞ 

① CLT パネルの面外めり込み耐力【S90-7-7、t=210】 

Qu1=Fcv（めり込み）×B×ｈ＝8.1×250×(100-30)/1000＝141kN 

② リブのウェブせん断耐力【SS400】 

Qu2=F/√3×ｔ×B＝235/√3×9×60/1000＝73kN 

③ アンカーボルトのせん断耐力【3-M16(SNR490)】 

Qu4=F/√3×Ab＝325/√3×1.1×3×166/1000＝102.7kN 

④ 支圧版の面外曲げ耐力【SS400、t=12】 

 二辺固定二辺自由スラブの計算図表を用いて計算する 

λ=125/100=1.25 → 計算図表より 係数 k=0.35 

Z＝132/6=28.1mm3 

Fb1=1.5×235/1.3×1.1=298N/mm2 

Ma=Z・Fb1=28.1×298=8393N・mm 

ω＝Ma/(k・lx2)=8393/(0.35×1002)=2.39N/mm2 

A=250×100＝25000mm2 

Qu4=A×ω＝25000×2.39/1000＝59.9kN 

⑤ アンカーボルトの側面コーン状破壊【3-M16(SNR490)】 

cσt＝0.31√(Fc)= 0.31×√(30)＝1.698N/mm2 

Qu5= cσt×Apc＝1.698×39390.5mm2/1000=66.8kN 

 

 

 

＜検定＞ 

 Qu＝MIN（Qu1、Qu2、Qu3、Qu4、Qu5）＝59.9kN ＞ 55ｋN OK 
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6.3.4. 構造特性係数 Ds の設定 

構造特性係数 Ds の設定の考え方を示す。まず、CLT 袖壁と RC 柱は独立した収まりとなるた

め、CLT 袖壁を RC 耐震壁とみなした場合で考える。RC フレームを FA ランクで構成し、かつ、

CLT 袖壁の部材種別判定として Ds 算定時の軸力及びせん断力に対して、応力割増 1.25 倍を考慮

した応力に対して CLT 基準強度以内であることを確認することで CLT 袖壁の脆性破壊を防止し

た保証設計【6.3.2 章】とみなし WA と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3.4.1 Ds 算定時の応力から算出した部材種別図（X方向正加力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3.4.2 Ds 算定時の応力から算出した部材種別図（Y方向正加力） 
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表 6.3.4.1 RC 柱及び梁の部材種別 

 
 

 

CLT 袖壁の Ds 算定時点の水平力分担率を以下に示す。X 方向で約 11～23%、Y 方向で約 12

～24%となる架構であることから、告示昭 55 建告第 1792 号第 1・第 4 で示される鉄筋コンクリ

ート構造の Ds 値から設定すると、各方向 Ds 値は 0.30 となる。 

Ds 算定時の変形及びヒンジ図を次項に示す。崩壊形は RC 純ラーメンの場合と同様に RC 梁の

曲げ降伏を主とした全体崩壊形であることが確認できる。よって CLT 袖壁の水平力負担率からみ

て、Ds＝0.30 は概ね問題ない Ds 値であると考えられる。また、既往の実験 2-4)において CLT 袖

壁を設置した架構の載荷実験の結果、層間変形角は 1/25rad に達しても脆性的な破壊を生じてい

ないことが確認されており、純 RC ラーメン架構と変形性能は概ね同程度であることが確認され

ている。 
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表 6.3.4.2 Ds 算定時における CLT 袖壁の水平力分担率βu 

 

 

表 6.3.4.3 RC 造のラーメンと耐力壁を併用した場合の構造特性係数 
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図 6.3.4.3 Ds 算定時のヒンジ図及び変形図（X方向正加力＿Y1 通り） 
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図 6.3.4.4 Ds 算定時のヒンジ図及び変形図（Y方向正加力＿X1 通り） 
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一方で、架構によっては、CLT 袖壁付加によるヒンジリロケーションにより、そのフレームの

RC 梁の部材回転角は大きくなり、建物自体の終局変形性能は純 RC ラーメンより若干低下するこ

とも考えられる。そこで、塑性化を許容する RC 部材の曲げ終局変形角を、既往文献 6)を参考に

0.025rad と設定し、RC 純ラーメン架構の場合と、CLT 袖壁付加した架構それぞれに対していず

れかの RC 部材の塑性曲げ変形角が 0.025rad に達するまでの荷重増分解析を実施する。そして、

限界耐力計算による手法として等価一自由度系に縮約した Qδ関係より面積等価な完全弾塑性置

換から建物の塑性率μを算出し、Ds＝1／√(2μ-1)より計算上の Ds をそれぞれ算出する。RC 純

ラーメン架構の計算 Ds に対する、CLT 袖壁を付加した架構の計算 Ds の比率を、元の Ds0.3 に

乗じることで本架構の Ds を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

6) 鉄筋コンクリート造建築物の靭性保証型耐震設計指針・同解説，日本建築学会 1999 
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＜X方向＞        ＜Y方向＞ 

図 6.3.4.5 塑性部材回転角 0.025rad 時の荷重変形関係 RC ラーメン＋CLT 袖壁モデル 

 

図 6.3.4.6 塑性部材回転角 0.025rad 時のヒンジ図及び変形図 

RC ラーメン＋CLT 袖壁モデル（X方向正加力＿Y4通り） 

 

 

図 6.3.4.7 塑性部材回転角 0.025rad 時のヒンジ図及び変形図 

RC ラーメン＋CLT 袖壁モデル（Y方向正加力＿X6通り） 
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＜X方向＞        ＜Y方向＞ 

図 6.3.4.8 塑性部材回転角 0.025rad 時の荷重変形関係 RC 純ラーメンモデル 

 

 

図 6.3.4.9 塑性部材回転角 0.025rad 時のヒンジ図及び変形図 

RC 純ラーメンモデル（X方向正加力＿Y4 通り） 

 

 

図 6.3.4.10 塑性部材回転角 0.025rad 時のヒンジ図及び変形図 

RC 純ラーメンモデル（Y方向正加力＿X6 通り） 
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※Ds=1／√(2μ-1)       ※Ds=1／√(2μ-1) 

＜X方向＞        ＜Y方向＞ 

図 6.3.4.11 等価 1自由度縮約 Qδと塑性率及び計算 Ds RC ラーメン＋CLT 袖壁モデル 

 

 

             

※Ds=1／√(2μ-1)       ※Ds=1／√(2μ-1) 

＜X方向＞        ＜Y方向＞ 

図 6.3.4.12 等価 1自由度縮約 Qδと塑性率及び計算 Ds RC 純ラーメンモデル 

＜Ds比率の算定＞ 

X 方向 0.423／0.396≒1.07 

∴Ds 分析値 ＝ 純ラーメンの告示 Ds 値（=0.3）×1.07＝0.321 

Y 方向 0.445／0.422≒1.06 

∴Ds 分析値 ＝ 純ラーメンの告示 Ds 値（=0.3）×1.06＝0.318 

 

  計算 Ds の比率は X 方向 1.07、Y 方向 1.06 となり、最大でも Ds＝0.3×1.07＝0.321 と算出さ

れる。以上より、純 RC ラーメンに対して CLT 袖壁付加による変形性能の低下割合は少なく、同

程度の変形性能を有していることが確認された。よって採用 Ds 値はこれらの検討結果より安全

側に設定し、各方向ともに Ds＝0.35 を採用する。 
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6.3.5. 保証設計 

鉄筋コンクリート造部材のせん断破壊の防止の観点より、告示平 19 国交告第 594 号第 4 に準

拠し、Ds 算定時の応力に対して、以下の応力割増を考慮した各部位について検討を行う。検討は

一貫構造計算プログラムで実施する。 

 

表 6.3.5.1 RC 造柱梁の保証設計用応力割増 

 
 

 

CLT 袖壁パネルの母材の保証設計は、6.3.2 で示したように、上記の耐力壁を参考に応力割増

1.25 を考慮した保証設計を別途検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 - 55



6.4. 計算メッセージに対するコメント 

一貫構造計算プログラムにおける計算メッセージに対するコメントを示す。 
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